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１ 問題の所在と目的 

日本の雇用率制度は、障害者の雇用の「量的」改善に寄

与してきたが、雇用の「質的」改善には必ずしも寄与して

こなかった（永野2014）1）。この制度は、企業にとって雇

用しなければならない障害者の雇用数を義務付けるもので

あるが、障害者の職場定着を促進させることについては有

効ではないと考えられる。そのため、障害特性や雇用現場

の実情を踏まえた上で、雇用を促進するための支援のあり

方を検討することが課題である。こうした課題に対して、

これまで障害者の職場定着を目的とした援助付き雇用の導

入が行われてきた。援助付き雇用の効果については、入職

後の職場定着に有効であることが報告されている（独立行

政法人高齢･障害･求職者雇用支援機構 障害者職業総合セ

ンター 2008）2）。 

しかし、福井ら（2012）3）は、この援助付き雇用につい

て、職場適応援助者（ジョブコーチ）による援助が一般に

２カ月～４カ月間であり、永続的な支援ではないことを指

摘している。そのため、ナチュラルサポートと呼ばれる、

障害者と同じ職場で働いている上司や同僚による支援に

よって、職場適応援助者から援助は受け継がれ、改善され

ていくことを示唆した。若林ら（2016）4）は、知的障害者

の就労支援において、職場適応援助者による上司や同僚へ

の助言や指導には、上司や同僚の障害者雇用に対する意識

を変容させ、職場サポートの負担感を減らす効果があるこ

とを示唆した。しかし、職場適応援助者からの援助により、

即座に上司や同僚の障害者雇用に対する意識が変容し、障

害者の就労継続に必要な援助を自発的または計画的に提供

できるとは考えにくい。意識が変容するまでには、障害特

性や職場環境なども影響し、さまざまなプロセスが存在す

ると推測される。 

そこで本研究では、軽度知的障害を伴う自閉スペクトラ

ム症者を雇用する事業所の上司や同僚が、職場適応援助者

から援助を受けるまでのプロセス、援助を受けてから障害

者雇用に対する認知が変容するまでのプロセス、こうした

変容のプロセスを検討することで、職場適応援助者からの

援助が雇用現場に及ぼす影響について明らかにする。 

 

２ 方法 

(1) 調査協力者 

公益財団法人全国障害者雇用事業所協会の会員事業所一

覧から、常用労働者数「30～99人」の16事業所（民間企業）

に調査票を郵送し、回収した調査票の中から、職場適応援

助者の援助付きで自閉スペクトラム症者を雇用しているこ

とを条件とした結果、４社を調査対象候補に選んだ。次に、

筆者が調査の概要説明を行い、研究趣旨に同意した２社の

中から、協力が期待できるA社を選定し、その従業員の中

から、年齢および勤務年数の違う10名を調査協力者として

抽出した。 

(2) A社の概要 

A社は、常用労働者100人未満の株式会社で、主な業務

は一般ゴミ処理及び管理、清掃用品や用具の販売、建物の

総合清掃及び保安警備業等であった。 

(3) 調査の実施 

本調査は、研究代表者である筆者が、2021年３月中旬か

ら下旬にかけて実施した。調査は、A社のプライバシーの

守られた空間（会議室）を確保して行った。 

(4) 倫理的配慮 

調査協力者に研究の趣旨説明および、調査の不参加に

よって不利益を被らないことを保障し、同意を得て調査を

実施した。なお、本研究は花園大学研究倫理委員会の承認

を得て実施した（研究倫理2021-19号）。 

(5)データ収集 

自閉スペクトラム症者の職場実習を担当することに至っ

た経過について、上司・同僚に対し、半構造化面接による

インタビューを行った。半構造化面接の質問項目では、基

本事項として、性別、年代、勤務年数、配属先、指導経験

について聞き取った後、①「これまで何人、自閉スペクト

ラム症者の職場実習を担当した経験がありますか」、②

「職場適応援助者の所属機関はどこでしたか」、③「どの

ような経緯で支援をうけたのですか」、④「具体的にどの

ような支援を受けましたか」、⑤「支援を受けたことで変

わったことはありましたか」、⑥「職場適応援助者の支援

に満足していますか」、⑦「よくなかった支援はありまし

たか」の項目を用意し、聞き取りを行った。次いで、自閉

スペクトラム症者に仕事を教えることについて自由に語っ

てもらった。途中、文脈を遮らないように、「自閉スペク

トラム症者の就労継続が困難と感じたことはありますか？」

や「同僚や上司の気づき」など、調査者から問いかけも

行った。その結果、自身の経験をさかのぼりながらの語り

や、その中で印象に残ったエピソードとして、自閉スペク

トラム症者との出会いから今日に至るまでの流れを含む語

りが得られた。調査時間は概ね30分以内とした。インタ
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ビュー内容は調査協力者の同意を得て、すべてICレコー

ダーに録音し、録音されたデータは逐語形式で文字化した。 

(6) 分析方法 

質的分析により、職場適応援助者からの援助による上司

や同僚の障害者雇用に対する意識変容のプロセスを明らか

にするため、自閉スペクトラム症者に対する意識を「障害

者雇用に対する理解、自閉スペクトラム症者に仕事を指導

する上での対応」と操作的に定義した。データ分析には、

M-GTAを用いた。M-GTAは、質的データを継続的に確

認しながら分析概念を生成し、複数の概念間の関係を解釈

してまとめ、結果図を作成する方法である（木下 2003）5）。

本研究は、職場適応援助者からの上司や同僚への援助とい

う社会的相互作用に関する研究であり、かつ上司や同僚の

障害者雇用に対する意識の変容プロセスを明らかにするこ

とを目的としている点で、M-GTAが適していると判断し

た。分析は、ICレコーダーの録音データをもとに面接の

逐語録を作成した。次に、「職場適応援助者の援助による

上司や同僚の障害者雇用に対する意識の変容プロセス」と

いう分析テーマを設定した。その後、逐語記録を読み進め

ながら分析テーマに関する具体例（語り）に着目し、他の

類似例も説明できることを念頭に説明概念を生成した。概

念生成時には分析ワークシートを作成し、概念名、定義、

具体例、事例数を記入した。データ分析中に新たな概念が

生成された場合は、個々の概念ごとに新たなワークシート

を作成した。また、並行して他の具体例を逐語記録から探

し、ワークシートに随時追加記入した。解釈が恣意的に偏

ることを防ぐため、生成した概念の完成度は類似例を

チェックするだけではなく、定義と対照的な解釈が可能な

対極例が存在しないか否かも確認した。分析結果はその都

度ワークシートのメモ欄に記入した。そして、生成した概

念同士の関係を個々の概念ごとに検討した。また、複数の

概念からなるカテゴリーを作成し、カテゴリー相互の関係

から分析結果をまとめていった。まとめた結果の概念をプ

ロセスの筋に沿って文章化し、結果図を作成した。 

 

３ 結果 

(1) 調査協力者の概要 

調査協力者10名の基本事項は、男性６人、女性４人で

あった。年齢は平均40歳代で、勤務年数は平均4.2年で

あった。障害者の指導経験は、平均３人であった（表１）。 

(2) 概念の生成 

調査協力者10名の面接内容について録音データから逐語

記録を作成し、それをもとに概念の生成と整理を行った結

果、最終的に26の概念が生成された。 

(3) 概念間の関係性の検討とカテゴリーの生成 

生成された26の概念について概念同士の関係性を検討し、

その上でカテゴリーの生成を行った結果、以下の概念が生

成された。①問題の認識と援助への期待、②職場適応援助

者による援助と対応、③行動の調整と状況変化、④障害者

雇用に対する意識の変容 

(4) カテゴリー間の関係性の検討 

概念同士の関係性を検討し、カテゴリーの生成を行った

結果、以下のカテゴリーが生成された。①問題の認識と支

援への期待、②職場適応援助者による援助と対応、③行動

の調整と環境の変化、④障害者雇用に対する認知の変容。 

 

表１ 調査協力者の概略 

協力者 性別 年代 勤務年数 配属 指導経験 

 社員a  男  40代  2年 公営住宅 1人 

 社員b  男  40代  5年 市場管理棟 4人 

 社員c  女  30代  2年 市営プール 1人 

 社員d  男  60代  6年 公園事務所 5人 

 社員e  男  50代  5年 市営浴場 4人 

 社員f  女  40代  4年 高齢者施設 3人 

 社員g  男  50代  8年 公園事務所 6人 

 社員h  女  40代  2年 市役所 1人 

 社員i  男  60代  5年 公園事務所 5人 

 社員j  女  40代  3年 市営浴場 2人 

 

４ 考察 

職場適応援助者は、自閉スペクトラム症者の就労上の問

題点を発見し、社員に対しモデルを示して援助することで、

ナチュラルサポートに繋げていることが考えられる。一方、

上司や同僚は職場適応援助者から援助を受けることにより、

自身の偏見に気付き、今までなかった物理的設定を雇用現

場に配置して変化をもたらしていると考えられる。これら

のことから、障害者雇用に対する上司や同僚の認知をポジ

ティブに変えるためには、上司や同僚が職場適応援助者か

ら、職業指導や対応の仕方を学び、実際に試してみるなど、

試行錯誤を繰り返す中で、障害者雇用に対する認知を変容

させていくというプロセスが示された。そのことから、職

場適応援助者は、上司や同僚が経験を積み重ねる機会を保

障することにより、障害者雇用に対するポジティブな側面

が現れ、ナチュラルサポートに繋がる工夫がなされたと考

えられる。 
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